
 

 

 

 

 

20国民春闘賃上げ 第4回集計  

単純平均 4,844 円、加重 6,328 円・2.21% 

＜回答状況＞ 

 2020年（全数） 2019年（登録） 

回答引き出し組合数 822 339 

 うち金額・率の回答 442     248       

 うち「定昇確保」など 
  言葉による回答 380  91      

 うち上積み獲得  77（ 9.3%）  61（18.0%） 

 うち妥結組合数 168（20.4%）  86（25.4%） 

   ※今年度の集計から、登録組合方式をあらため全組合調査として行っている。 

＜回答内容＞ 

集計方法＆対象 
2020年 

（全組合数） 

2020年 

（登録） 

2019年 

（登録） 

同期比 

（登録） 

単純平均 
額（円） 4,844  5,357 5,436   －79 

率（％） 1.96  1.98  1.96  ＋0.02 

加重平均 

額（円） 6,328  6,574 5,964  ＋610 

率（％）  2.21  2.25  1.98  ＋0.27 

組合員数 62,367  51,776 59,148   

＜前年実績との比較が可能な組合における金額・率の比較＞ 

 組合数 うち前年実績以上 金額・率 前年実績 （前年比） 

単純平均 
額（円） 343 179(52.2%) 5,109 5,263 －154 

率 210 108 (51.4%)  1.94  1.75 ＋0.19 

 ＜非正規の仲間の回答状況＞ 

 時給制 月給制 再雇用・時給制 再雇用・月給制 

単純平均 
額（円） 29.5 3,072 26.2 1,637 

率 1.98  0.94  2.74  0.89 

※額または率のみの報告があるため、双方は連動しません。 

※「定昇確保」など言葉による回答は計算から除いています。 
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2020年 4月 6日 

国民春闘共闘委員会（全労連、純中立労組懇、地方共闘などで構成）は3日、第4回目の賃金改

定集計を行い、別表の23単産・部会からの回答状況を集計しました。 



＜集計結果の概要＞ 

回答引出し・妥結状況 

 4 月 3 日の第 4 回集計には、別表の 23 単産・部会から報告が寄せられました。748 組合が何らか

の回答を引き出し、そのうち「定昇確保」などの言葉による回答を得た組合が 380組合で、金額・率

などが明らかになっている有額回答を得た組合は 442組合となっています。また、回答引出し組合の

9.3 %にあたる 77組合が２次回答以上と上積み回答を引き出しています。なお、168組合が妥結とな

っています。（回答引き出し組合に占める妥結率は 20.4％） 

 

回答内容 

 有額回答を引き出した 442組合での単純平均（一組合あたりの平均）は 4,844円・1.96%で、加重

平均（組合員一人あたりの平均）は 6,328円・2.21%となっています。 

 昨年度までの登録組合方式に則った集計方式では、単純平均は 5,357円・1.98%で前年同期（5,436

円・1.96%）から 79 円減・0.02 ㌽増となっています。また、同様に加重平均では 6,574 円・2.25%

で前年同期（5,964 円・1.98%）から 610 円増・0.27 ㌽増となっています。（金額のみ・率のみの報

告を含んでいるため、金額と賃上げ率の増減は連動しません） 

 また、同一組合での対比が可能な 343組合の単純平均額の結果を前年実績と比べると、今期は 5,109

円で、前年実績（5,263円）を 154円下回っています。賃上げ率では 210組合の単純平均で、今期は

1.94%と前年実績を 0.19㌽下回っています。前年実績以上の回答を引き出せた組合も金額では、179

組合（52.2%）、率では 108組合（51.4%）にとどまっています。 

 現在のところ、前年並みの回答水準を維持していますが、前年実績比較可能組合のうち、前年実績

以上の回答を引き出している組合の比率が減少しているなど、厳しい状況が広がる危険性があります。

新型コロナウィルスの感染拡大から、経営を守ることも重要ですが同時に労働者の健康とくらしを守

ることの重要性を訴える取り組みを進めることが重要です。 

 

非正規で働くなかまの賃上げ状況 

非正規で働く仲間の賃上げ状況については、7単産 129組合から 311件（前年同時期は 152組合・

331件）の成果獲得の報告が寄せられています。 

時給制労働者では、215件の獲得報告が寄せられています。そのうち引き上げ額がわかっている 120

件の単純平均は 29.5円となっています。率では 37件平均で 1.98%となっています。比較可能組合で

は、15.7 円（65 組合単純平均）で前年実績を 1.2 円上回っています。率では 1.384%（16 組合単純

平均）で前年実績を 0.126㌽上回っています。 

 日給制では、建交労で 2件の獲得報告で、引き上げ額は 140円となっています。 

月給制では、5単産から 54件の獲得報告が寄せられています。引き上げ額では、28件の単純平均

で 3,072円、率では 0.94%となっています。 

再雇用者の賃上げ状況については、時給制 26件、月給制 17件の獲得報告となっています。引き上

げ額・率では時給制で 26.2円・2.74%、月給制で 1,637円・0.89%となっています。 

 

企業内最低賃金改定状況 



 企業内最賃協定の獲得状況では、建交労、JMITU、生協労連、全印総連、化学一般労連、民放労連、

出版労連、日本医労連の 7 単産 43 組合から 101 件の獲得報告が寄せられています。全労働者に適用さ

れる企業内最賃では、時間額では、931円（65件単純平均）で、そのうち引き上げ額がわかっている 41

件の単純平均は 35.31円(3.73%)の引き上げとなっています。日額では、7,518 円（11 件単純平均）で、

そのうち引き上げ額がわかっている 4 件の単純平均は 668 円(9.86%)の引き上げとなっています。月額

では、166,415 円（17 件単純平均）で、そのうち引き上げ額がわかっている 8 件の単純平均は 12,352

円(8.33%)の引き上げとなっています。いずれも地域別最低賃金の引き上げ率を大きく上回る成果となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 




